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川崎市退職職員の再就職に関する取扱要綱

平成 20 年 10 月 14 日 川総人第 818 号 市長決裁 

（目的）

第１条 この要綱は、川崎市（以下「本市」という。）を離職する副市長

及び事業管理者等（以下「副市長等」という。）及び職員（地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第３８条の２第

１項に規定する職員をいう。以下同じ。）（以下「離職職員」という。）

の再就職（法第３条第１項に規定する一般職又は特別職として本市に

置かれる職に就く場合、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ地方公務員又は国家公務員（以下この条において「地方公務員等」

という。）となるため退職し、引き続き地方公務員等となる場合及び公

益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２

年法律第５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者を除く。以下

同じ。）に関する事務手続き及び再就職状況の公表等の取扱いについて

必要な事項を定め、再就職管理の透明性及び公平性を確保するものと

する。

（選考委員会の設置）

第２条 再就職候補者の選考作業を適正に行うため、川崎市退職職員の

再就職候補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）を別に設置す

るものとする。

２ その他選考委員会の組織等に関する事項は、別に定めるところによ

る。

（再就職の意向及び人材登録）

第３条 離職職員のうち、定年退職を予定し再就職を希望する職員（本

市に再雇用非常勤嘱託員として再就職を希望する職員を含む。）は、定

年退職する年度に総務企画局人事部人事課が実施する退職後の意向確
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認調査に併せて人材情報登録申込書（様式１）に必要事項を記入の上、各

局庶務担当課を通じて総務企画局人事部人事課へ提出するものとする。

また、離職職員のうち、勧奨、普通又は任期満了等で離職（失職及

び懲戒免職を除く。）を予定し再就職を希望する職員（本市に再雇用非

常勤嘱託員として再就職を希望する職員を含む。）は、適宜、人材情報

登録申込書（様式１）に必要事項を記入の上、各局庶務担当課を通じて総

務企画局人事部人事課へ提出するものとする。

２ 総務企画局人事部人事課は、人材情報の登録があった離職職員等（以

下「登録者」という。）の氏名、住所及び希望職務等を整理した人材情

報登録台帳を整備する。

（求人登録）

第４条 登録者の採用を希望する民間企業及び本市出資法人をはじめと

する関係団体等（以下「企業等」という。）は、求人情報登録申込書（様

式２）に必要事項を記入の上、総務企画局人事部人事課へ提出するもの

とする。

２ 前項に記載された申込書の提出にあたって本市出資法人をはじめと

する関係団体等については、所管する局の庶務担当課を通じて提出す

るものとする。

３ 総務企画局人事部人事課は、求人情報の登録があった企業等からの

内容を整理した求人登録台帳を整備し、選考委員会に提供する。

（人材情報の提供）

第５条 選考委員会は、求人情報の登録申込があった企業等に対し、人

材情報登録台帳の中から、職種、本市履歴（実績）及び希望職務等を

踏まえ、適任と思われる登録者の人材情報を候補者推薦書（様式５）によ

り、原則として複数名提供又は不在情報について提供する。なお、離

職時に課長級以上の職員（以下「管理離職職員」という。）で、一定の

権限を有する者については、その権限等に関連する企業等からの求人

に対して、人材情報を提供しないこととする。
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２ 前項に記載された情報の提供にあたって本市出資法人をはじめとす

る関係団体等については、所管する局の庶務担当課を通じて提出する

ものとする。

（採用）

第６条 人材情報の提供を受けた企業等は、速やかに選考を実施して採

否を決定するとともに、その結果について、選考結果報告書（様式６）

により選考委員会に報告するものとする。

２ 前項に記載された採否結果の報告にあたって本市出資法人をはじめ

とする関係団体等については、所管する局の庶務担当課を通じて報告

するものとする。

（再就職状況の届出）

第７条 副市長等であった者で、再就職した者は再就職先届出書（様式３）

を、再就職しない者は離職後の状況届出書（様式４）により速やかにその

状況に関して市長へ届け出を行うものとする。

２ 管理離職職員であった者で、川崎市職員の退職管理に関する条例（平

成２８年川崎市条例第２号）により届出を要しない者のうち、再就職

した者は再就職先届出書（様式３）を、再就職しない者は離職後の状況届

出書（様式４）により速やかにその状況に関して各局庶務担当課を通じて

任命権者へ届け出を行うものとする。

３ 前２項の届出をした者は、離職後２年間について前２項の届け出の

状況に変更が生じた場合は、速やかにその状況を前２項の書面により

届け出を行うものとする。

（公表）

第８条 前条の規定により再就職先届出書（様式３）を届け出た者について

は、離職後２年間の範囲でその再就職状況を公表する。

２ 公表の方法は、毎年８月にその前年度に離職した者の再就職状況を

本市ホームページに掲載するほか、かわさき情報プラザでの閲覧に供
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する。

３ 公表する内容は、氏名、離職時の職、離職日、再就職日、再就職先

の名称、再就職先における地位及び選考委員会における再就職候補者

の選考に関する調査審議結果とする。

４ 前年度の公表後に再就職状況に変更があった者については、前３項

に準じて公表を行う。

（依頼等の規制）

第９条 副市長等であった者は、副市長及び事業管理者等の職に就いて

いた時に在職していた執行機関の組織等（法第３８条の２第１項に規

定する地方公共団体の執行機関の組織等をいう。）の役職員（同項に規

定する役職員をいう。）に対し、契約等事務（同項に規定する契約等事

務をいう。）であって在職中の職務に属するものに関し、離職後２年間、

職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼する

ことを自粛するものとする。

 （職務と密接に関係する企業等への再就職の自粛）

第 10 条 離職職員は、職務に関連する企業等に対して再就職の打診又は

依頼等は行わないものとし、また、管理離職職員で、一定の権限を有

する者は、離職前３年間の職務において契約や許認可等、密接に関係

する企業等に離職後２年間は再就職を自粛するものとする。

 （営業活動の制限）

第 11 条 離職職員が、企業等に再就職した場合は、再就職後２年間は、

契約等に関する本市への営業活動は自粛するものとする。

（その他）

第 12 条 離職職員は、再就職に関して、市民等から疑惑や不信を招くよ

うな行為は厳に慎むものとする。
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（委任）

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は総務企画局長が別

に定める。

附 則

 （施行期日）

１ この要綱は、平成２０年１１月１日から施行する。

（適用除外）

２ この要綱の施行の際に、既に退職している者については適用を除外

する。

附 則

この要綱は、平成２２年１１月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２６年３月１９日から施行する。

（適用除外）

２ この要綱の施行の際に、既に退職している者については適用を除外

する。

３ この要綱の施行にあたり、平成２５年度本市退職職員に限り、選考

委員会の対象となる職位を特別職及び局長級のみとし、対象範囲につ

いては、主要出資法人等とする。

   附 則

 （施行期日）

１ この要綱は、平成２６年１１月１日から施行する。

（適用除外）

２ この要綱の施行の際に、既に退職している者については、改正後の
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要綱の規定の適用を除外し、なお従前の例による。

３ この要綱の施行にあたり、選考委員会の対象となる職位は課長級以

上（学校長を含む。）とする。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
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0

経営改善計画の一例
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6
8

点検評価の一例
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●大阪府

他都市 点検評価様式 一例

●横浜市
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